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　高松市では、昭和４８（1973）年に「高松市総合計画」を策定して以来、これまでに３次

にわたる改定を経て、平成１２（2000）年度からは、２３（2011）年度を目標年次とする「新・

高松市総合計画」に基づき、総合的かつ計画的に各種施策・事業を推進してきました。 

　この間、少子・高齢社会の到来などの時代の潮流や、市民ニーズの多様化、国・地方共

に厳しい財政状況など、本市を取り巻く社会経済環境は大きく変化しています。 

　また、いわゆる三位一体の改革※などの構造改革により、本格的な地方分権型社会への

転換が進み、地方自治の在り方そのものも大きく変わりつつあります。 

　一方、本市は、平成１７（2005）年９月２６日の塩江町、１８（2006）年１月１０日の牟

礼町、庵治町、香川町、香南町、国分寺町との合併により、市域や人口が著しく増えると

ともに多種多様な地域資源を有することとなり、今後、増大した市域や人口、地域資源を

いかしたまちづくりが求められています。 

　こうした時代の潮流や地域課題に的確に対応し、合併により新しく誕生した本市の持続

的な発展と、豊かな市民生活の創造を図るためには、これまで培ってきた拠点都市として

の優位性を保持し、中核市※としての権能を最大限に発揮しながら、旧市域や合併地区の

それぞれの地域特性をいかし、地域に立脚した視点からの地域の再生を基調とした、新し

い高松市を築いていかなければなりません。 

　このようなことから、新たな目標と発展の方向性を定め、本市の新しいまちづくりおよ

び市政運営の基本方針として、新しい総合計画を策定するものです。 

　総合計画の名称は、第５次高松市総合計画「新生たかまつ　人・まち　輝き　ビジョン」

とします。 

総合計画策定の目的 

総合計画の名称 2 
 

1 
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　　総合計画は、「基本構想」および「まちづくり戦略計画」で構成します。 

　各行政分野ごとに作成される中期計画等については、基本構想を具体化する分野別計
画として位置付けます。 

総合計画の構成 3 
 

【総合計画の概念図】 

 
 
 

基 本 構 想  
 

 
 
 

まちづくり 
戦略計画 

 

　基本構想は、２１世紀中ごろを見据えた長期的な展望の下、
本市が目指す都市像とまちづくりの目標を示すとともに、市民・ 
ＮＰＯ※・企業・行政等のまちづくりおよび市政運営の共通の基
本指針として、施策の基本方向を明らかにするものです。 
 

　まちづくり戦略計画は、まちづくりの目標達成に向け、現実
の行財政運営において、重点的、戦略的に推進する主要な施策・
事業等について、実施年度、事業量等を具体化する短期的な実
施計画として定めるもので、毎年度の予算編成および事業実施
の指針とするものです。 

基　 本 　構　 想 

まちづくり戦略計画 

各行政分野ごとの 
中期計画等 

合併地区の建設計画・ 
合併基本計画 
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　基本構想の期間は平成２０（2008）年度から２７（2015）年度までの８年間とします。 

　まちづくり戦略計画の期間は３年間で、２年ごとに見直しを行うローリング※方式とし、

平成２０（2008）年度から２２（2010）年度までの第１期まちづくり戦略計画を定め、以後、

第４期までのまちづくり戦略計画を策定します。 

　ただし、第４期まちづくり戦略計画の期間は２年間とします。 

総合計画の期間 4 
 

　計画の対象区域は、高松市全域とします。ただし、必要に応じて、市域外についても含

めるものとします。 

総合計画の対象区域 5 
 

基　 本 　構　 想 

27年度 26年度 25年度 24年度 23年度 22年度 21年度 20年度 

第 1 期  

第 2 期  

第 3 期  

第 4 期  

ま
ち
づ
く
り
戦
略
計
画 

▲ 
見直し 

▲ 
見直し 

▲ 
見直し 
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時代の潮流 6 
 
　社会経済情勢と地域を取り巻く環境は著しく変化しており、合併により誕生した新しい

高松市が持続的に発展していくためには、このような時代の潮流を的確にとらえ、まちづ

くりを進める必要があります。 

　このため、今日の時代の潮流を、特に、次のようにとらえ、まちづくりに取り組んでい

きます。 

（1） 人口減少、少子・高齢社会の到来 

（2） グローバル化の進展と地球規模の環境問題への対応 

（3） 地方分権の進展 

　我が国では、平成１７（2005）年に総人口が減少に転じ、さらに、出生率の低下などに

よる少子・高齢化が進行し、１５歳から６４歳の生産年齢人口も減少していくと見込まれ

るなど、人口減少下での少子・高齢社会に突入したと言われています。 

　人口減少、少子・高齢社会の到来は、労働力人口の減少による経済成長へのマイナスの

影響を始め、年金や医療などの社会保障制度、子育ての在り方、地域社会の維持など社会

全般にわたり、大きな影響を及ぼすことが懸念されています。 

　このため、安心して子どもを産み育てることができ、高齢者がいきいきと暮らすことが

できる環境づくりが求められるとともに、だれもが住み慣れた地域で、心身共に充実して

暮らせる社会づくりが必要です。 

 

 

　高速交通や情報通信ネットワークの発達などにより、人・物・情報は地域や国を越えた

移動が増大するなど、グローバル化※は一層進展し、世界はこれまでにない大交流時代に

突入しています。 

　グローバル化※の加速により、経済、文化、環境などあらゆる分野において、世界的な

相互依存関係が深まっていくと考えられます。 

　このため、国際感覚を持ち、未来を切り開く人材の育成とともに、地域を訪れる外国人

を迎え入れる仕組みづくりや在住外国人にも暮らしやすいまちづくりを進めていくことが

求められています。 

　また、地球温暖化への対応やエネルギーの安定的確保が国際社会共通の課題となってお

り、このような地球規模の課題への対応も視野に入れた取組を進める必要があります。 

 

 

　人口減少、少子・高齢社会の到来により、これまで成長を支えてきた日本型の中央集権

TAKAMATSU
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（4） 協働のまちづくり 

（5） 価値観、ライフスタイルの多様化 

（6） 安全・安心に対するニーズの高まり 

的な社会経済システムは限界に直面しており、国・地方自治体共に危機的財政状況を迎え

ています。 

　このような中、国においては、自治体の自立的な財政運営を促す三位一体の改革※を推

進するほか、国と地方が適切に役割を分担し、真の分権型社会を構築するために、広域自

治体の在り方を見直す道州制※の検討も進んでいます。 

　地方分権改革は時代が求める変革であり、自主・自立した地方分権の実現へ向けての構

造転換が着実に進展する中、地方自治体は、自己決定、自己責任の理念に基づく分権時代

にふさわしい、地域の実情に応じた自主的・自立的な行財政運営が求められています。 

 

 

　今日、都市化や核家族化などを背景に、地域の連帯感やふれあいが薄れつつある中で、

地域や社会が抱える身近な課題を市民が自らの問題としてとらえ、自らの手で解決に向け

て、積極的に取り組むことが求められています。 

　このため、「自助・共助・公助※」の視点に立ち、市民・ＮＰＯ※・企業・行政などが

手を携える協働※をキーワードに、まちづくりを進めていくことが重要になっています。 

 

 

　生活水準の向上、自由時間の増大、核家族化、女性の社会進出など社会環境の変化を背

景に、「物の豊かさから心の豊かさへ」、「横並び思考から個性の尊重へ」など人々の価

値観やライフスタイル※は、多様化しています。 

　このため、精神的ゆとりや心の豊かさを実感できる、文化・芸術、スポーツ・レクリエ

ーションに親しめる環境づくりやそれぞれの個性を尊重し、それぞれが個性を発揮でき、

だれもが、豊かで充実し、いきいきと自分らしく生きることのできる社会づくりが求めら

れています。 

 

 

　近年、社会的モラルの低下や住民の連帯意識の希薄化などを背景に、犯罪などの発生件

数が急増しています。特に、子どもを狙った犯罪や高齢者への巧妙化した詐欺事件が多発

するとともに、交通事故などへの不安や食の安全・安心に対する関心が高まっています。 

　また、台風などによる自然災害が身近に発生するとともに、近い将来、東南海・南海地

震の発生が予想されており、市民の安全への関心が高まっています。 

　このため、豊かな生活を維持し、安全で安心して暮らせる市民生活の確保が求められて

います。 
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（注）　合計には年齢不詳分を含む。 
　　　　平成19年4月1日現在の市町の境界に組み替えて作成 
（資料）国勢調査報告（総務省） 

平成12年 

区　分 
平成12年 

年齢 

年 

62,861人 

15.1％ 

60,505人 

14.5％ 
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現況と特性 7 
 

　平成１２（2000）年と１７（2005）年を比較すると、本市の人口はわずかながら増加し

ていますが、少子・高齢化が進行していることがうかがえます。 

　また、都市圏人口では、１次都市圏が２町、２次都市圏が４市１町、３次都市圏が１市

３町のまま推移しており、本市の中枢・拠点性は維持されています。 

（1） 人口動態 

（注）　平成19年4月1日現在の市町の境界に組み替えて作成 
　　　　流入率=（当該市町に常住し高松市で従業・通学する15歳以上就業・通学者数）／（当該市町に常住する15歳以上就業・ 
　　　　通学者数）×100。小数点第2位を四捨五入 
　　　　1次都市圏　流入率　30％以上 
　　　　2次都市圏　流入率　10％以上30％未満 
　　　　3次都市圏　流入率　5％以上10％未満 
（資料）国勢調査報告（総務省） 

ア　高松市の年齢階層別の人口構成比 

イ　都市圏人口 

　17年 

15歳未満 

279,332人 

67.0％ 

271,957人 

65.0％ 

 

15歳以上 
65歳未満 

74,009人 

17.8％ 

84,314人 

20.2％ 

 

65歳以上 

416,680人 

100％ 

418,125人 

100％ 

 

合　　計 

市　町 人口 流入率 都市圏人口 

1次都市圏 
28,769 

26,205 

57,772 

59,228 

15,978 

37,760 

108,356 

23,657 

20,969 

11,335 

36,413 

416,680 

 

40.7 

40.0 

28.1 

15.2 

10.6 

10.4 

10.2 

8.2 

8.1 

7.6 

5.8

471,654

2次都市圏 

3次都市圏 

750,748

695,774

843,122

82.4

509,054

高松市人口 

1次・2次・3次 
都市圏人口の 
県人口に占め 
る比率 

三 木 町  

綾 川 町  

さ ぬ き 市  

坂 出 市  

宇 多 津 町  

東かがわ市 

丸 亀 市  

多 度 津 町  

まんのう町 

琴 平 町  

善 通 寺 市  

17年 

（単位：人、％） 

人口 流入率 都市圏人口 

28,790 

25,628 

55,754 

57,266 

35,929 

17,460 

110,085 

23,613 

19,896 

10,747 

35,495 

418,125

42.2 

39.2 

28.0 

15.6 

11.1 

10.8 

10.0 

7.9 

7.8 

7.4 

6.3

472,543

749,037

694,619

838,788

82.9

507,876

三 木 町  

綾 川 町  

さ ぬ き 市  

坂 出 市  

東かがわ市 

宇 多 津 町  

丸 亀 市  

多 度 津 町  

まんのう町 

琴 平 町  

善 通 寺 市  

市　町 

TAKAMATSU
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1,057

61
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1,424
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747

1,560
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1,530

1,602

59

756

1,542

94

847

1,705

73
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（2） 地方分権の進展 

　地方分権一括法※が施行された平成１２（2000）年度以後、本市は毎年、香川県から事

務の移譲を受け、着実に行政能力を向上させるとともに、市町合併などにより、行財政基

盤の一層の充実を図りつつあります。 

（3） 安全、安心（消費生活相談件数、交通事故・火災発生状況） 

　本市の消費生活相談においては、平成１５（2003）年度以降、急増した架空請求に関す

る苦情が１７（2005）年度に一旦減少したものの、１８（2006）年度から再び増加しており、

その他の苦情についても増加傾向にあります。 

　また、交通事故の発生件数や負傷者数が増加傾向にあるほか、火災の発生状況も多数で

推移しており、安全で安心なまちづくりの推進のため、一層の取組が求められています。 

イ　地方分権一括法が施行された平成１２(2000)年度以後、香川県から本市に移譲された 
　事務項目数 
 

ア　主な動き 
 

ア　高松市消費生活相談件数の推移 

時　　期 主 な 動 き  
地方分権一括法成立 
合併関連3法成立 
地方分権改革推進法成立 

平成11年  7月 
16年  5月 
18年12月 

年　　度 移譲事務項目数 
177 
116 
9 
16 
40 
12 
48

177 
293 
302 
318 
358 
370 
418

累　　計 
平成12年度 
13年度 
14年度 
15年度 
16年度 
17年度 
18年度 
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（単位：項目） 

3,500 

3,000 

2,500 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

0

件 

 （注）高松市消費生活相談窓口における件数 

平成13年度 
0

1,057

61

14年度 
83

1,424

88

15年度 

747

1,560

67

16年度 

1,530

1,602

59

17年度 

756

1,542

94

18年度 

847

1,705

73

0

1,057

61

83

1,424

88

747

1,560

67

1,530

1,602

59

756

1,542

94

847

1,705

73

 
 

問い合わせ 

その他の苦情 

架空請求に関する苦情 



イ　高松市内の交通事故発生状況 

ウ　高松市消防局管内の火災発生状況 

9

（注）　平成19年4月1日現在の市町の境界に組み替えて作成 
（資料）香川県統計年報、高松市の交通事故資料（高松市、高松市交通安全都市推進協議会） 

（注）　平成19年4月1日現在の高松市消防局管内（高松市、綾川町、三木町）に組み替えて作成 
（資料）高松市 
 

平成13年 

6,500

50

21

26

31

19

32

6,022

7,126

7,770
8,000

7,765

14年 15年 16年 17年 18年 

件
・
人 

件 

人 

9,000 

6,000 

3,000 

0

60 

45 

30 

15 

0

平成13年 

111

217

241

171

218 216

192

81

25

14年 15年 16年 17年 18年 

250 

200 

150 

100 

50 

0

119

101

21

101

67

3

107

92

19

123

80

13

114

69

9
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発生件数 

負傷者 

死者 

 
 

建物 

林野 

その他 

総数 

5,380
4,999

5,848
6,392

6,507

6,267
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（4） 協働のまちづくり（ＮＰＯ法人認証数・地域コミュニティ協議会構築数） 

　本市に主たる事務所を置くＮＰＯ※法人の認証数が着実に伸びているほか、本市の地域

コミュニティ協議会※の構築も順次進んでおり、協働※のまちづくりのための環境が整いつ

つあります。 

（5） 拠点性と交流人口 

　瀬戸内海三橋時代の到来や高速交通網の整備、情報化の進展に伴い、本市の拠点性は相

対的に低下してきていますが、四国内における状況を見ると、国の出先機関の四国内での

配置状況では、ほとんどの機関が本市に配置されており、本市は優位な地位を占めています。 

　また、各業種売上上位社の支店等や各市に本社を置く上場企業数でも、本市が現状では

優位性を保っています。 

　一方、中四国主要８市で比較すると、本市の事業所数、事業所従業者数は、他の７市と

同様に減少しており、産業大分類別に見ても、事業所数では、医療・福祉以外の業種は減

少しており、事業所従業者数では、電気・ガス・熱供給・水道業および医療・福祉以外の

業種は減少しています。 

　また、卸売業販売額は、中四国で３位、四国で１位となっているものの、小売業販売額

は、中四国で４位、四国で２位となっています。 

　交通面では、四国の県庁所在都市４市間の所要時間合計で、本市は、高速道路および鉄

道の利用いずれにおいても最短時間であり、時間距離で４市の中心に位置していますが、

航空便の定期路線の就航先は、国内２都市、国外１都市にとどまっています。 

　また、屋島、栗林公園等の既存の観光施設の利用者数は、瀬戸大橋の開通時をピークに、

減少傾向が続いています。 

ア　高松市に主たる事務所を置く 
　ＮＰＯ法人認証数 

イ　高松市の地域コミュニティ協議会 
　の構築数 

年　度 
13 
27 
35 
37 
39

累　計 
（単位：協議会） 

13 
14 
8 
2 
2

構築数 
平成15年度 
16年度 
17年度 
18年度 
19年度 

（注）ＮＰＯポータルサイト（内閣府）から作成 
　　　平成19年11月1日調べ 

（資料）高松市 
　　　　平成19年11月1日現在 
 

年　度 

2 
3 
5 
12 
15 
17 
11 
10 
17 
9

香川県 

（単位：件） 

2 
5 
10 
23 
40 
57 
70 
81 
98 
109

累　計 
0 
0 
0 
1 
2 
0 
2 
1 
0 
2

認証数 
内閣府 

平成10年度 
11年度 
12年度 
13年度 
14年度 
15年度 
16年度 
17年度 
18年度 
19年度 

序
　
論 



ア　国の出先機関の配置状況 

11

（注）四国に所在し、1機関で四国全域を管轄する国の機関（平成19年4月現在） 

府省等 

（単位：機関） 

1 

2 

1 

5 

2 

2 

 

2 

5 

1 

1 

22

高松市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

徳島市 

 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

1

松山市 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

 

 

1

高知市 

 

 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

2

その他 

（注）NIKKEI NET売上高ランキングおよび各社ホームページにより計数（平成19年3月2日現在） 
　　　銀行については、都市銀行、信託銀行およびその他の銀行中、経常収益（平成18年9月中間決算）により計数 
　　　支店に営業所が属するなど、上下関係があるときは、上位の組織により計数 

市 業種 

（単位：社） 

6 

5 

4 

6 

7 

4 

3 

3 

5 

7 

50

高松市 

1 

0 

0 

0 

0 

2 

1 

1 

2 

3 

10

徳島市 

1 

0 

0 

0 

1 

4 

2 

1 

2 

2 

13

松山市 

1 

1 

0 

0 

0 

3 

1 

1 

1 

3 

11

高知市 

イ　企業のうち、各業種売上上位10社の支店等の配置状況 

建 設  

鉄 鋼  

機 械  

電気機器 

商 社  

小 売  

陸 運  

通 信  

サービス 

銀 行  

計 

（注）東京証券取引所上場会社情報サービスから作成 
　　　平成19年4月現在 

東京証券 
取引所 

8 

1 

9

高松市 

2 

0 

2

徳島市 

5 

0 

5

松山市 

1 

2 

3

高知市 

（単位：社） 

本社所在地 

ウ　地元主要企業数 

1部上場

2部上場

計 

人 事 院  

内 閣 府  

総 務 省  

法 務 省  

財 務 省  

厚生労働省 

農林水産省 

経済産業省

国土交通省

環 境 省  

最高裁判所 

計 

TAKAMATSU
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エ　事業所数 

オ　事業所従業者数 

（注）　平成19年4月1日現在の市町村の境界に組み替えて作成 
（資料）事業所・企業統計調査（総務省） 

高松市 

22,714

24,905

26,401

徳島市 

15,395

17,382

18,437

松山市 

22,367

24,483

26,016

高知市 

17,189

19,959

21,183

岡山市 

29,481

32,489

34,723

倉敷市 

18,431

20,265

21,389

広島市 

50,416

55,877

59,643

福山市 

22,342

24,142

25,357

事
業
所 

60,000 

50,000 

40,000 

30,000 

20,000 

10,000 

0

（注）　平成19年4月1日現在の市町村の境界に組み替えて作成 
（資料）事業所・企業統計調査（総務省） 

高松市 

194,351

215,888

214,132

徳島市 

119,665

132,918

134,746

松山市 

205,834

212,666

213,820

高知市 

139,349

154,920

152,304

岡山市 

289,791

309,209

313,950

倉敷市 

186,933

195,740

202,032

広島市 

504,383

541,722

548,246

福山市 

194,079

205,937

208,489

人 

600,000 

500,000 

400,000 

300,000 

200,000 

100,000 

0

序
　
論 

平成  6年 

　　11年 

　　16年 

平成  6年 

　　11年 

　　16年 
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カ　高松市の産業大分類別事業所数 

平成13年（計24,649） 

農林漁業 

61

55

鉱　業 

40

37

建設業 

2,365

2,135

製造業 

1,924

1,646

電気・ガス・ 
熱供給・ 
水道業 

13

11

情報 
通信業 

317

273

運輸業 

529

476

卸売・ 
小売業 

金融・ 
保険業 

7,570

6,833

504

477

不動産業 

1,486

1,375

飲食店、 
宿泊業 

3,346

3,061

医療・ 
福祉 

1,034

1,082

教育、 
学習 
支援業 

709

663

複合 
サービス 
業 

140

122

サービス業 
（その他） 

4,611

4,468　　16年（計22,714） 

キ　高松市の産業大分類別事業所従業者数 

事
　
業
　
所 

8,000 

6,000 

4,000 

2,000 

0

農林漁業 

482

358

鉱　業 

183

175

建設業 

21,795

18,764

製造業 

23,454

20,633

電気・ガス・ 
熱供給・ 
水道業 

1,637

1,825

情報 
通信業 

6,311

4,956

運輸業 

11,530

10,874

卸売・ 
小売業 

金融・ 
保険業 

59,023

54,960

8,362

8,293

不動産業 

4,047

3,699

飲食店、 
宿泊業 

18,573

17,266

医療・ 
福祉 

13,871

15,915

教育、 
学習 
支援業 

4,463

4,325

複合 
サービス 
業 

1,995

1,238

サービス業 
（その他） 

33,237

31,070

人 

60,000 

40,000 

20,000 

0

TAKAMATSU

平成13年（計208,963） 

　　16年（計194,351） 

（注）　平成19年4月1日現在の市町の境界に組み替えて作成 
（資料）事業所・企業統計調査（総務省） 

（注）　平成19年4月1日現在の市町の境界に組み替えて作成 
（資料）事業所・企業統計調査（総務省） 
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ク　年間卸売業販売額 

高松市 

2,181,630

3,207,198

3,100,458

徳島市 

743,198

937,463

928,309

松山市 

1,116,379

1,400,369

1,589,191

高知市 

652,053

829,508

841,659

岡山市 

2,225,226

2,978,621

3,131,871

倉敷市 

695,854

724,265

789,561

広島市 

6,657,749

8,175,042

8,725,249

福山市 

936,824

1,173,468

1,277,534

百
　
万
　
円 

8,000,000 

6,000,000 

4,000,000 

2,000,000 

0

ケ　年間小売業販売額 

高松市 

568,736

782,220

759,843

徳島市 

323,096

388,912

372,895

松山市 

581,069

637,844

590,747

高知市 

401,799

464,746

428,476

岡山市 

798,521

896,455

942,249

倉敷市 

483,011

488,970

490,756

広島市 

1,374,870

1,521,330

1,645,310

福山市 

513,613

538,006

554,867

百
　
万
　
円 

2,000,000 

1,500,000 

1,000,000 

500,000 

0

序
　
論 

平成  6年 

　　11年 

　　16年 

平成  6年 

　　11年 

　　16年 

（注）　平成19年4月1日現在の市町村の境界に組み替えて作成 
（資料）商業統計調査（経済産業省） 

（注）　平成19年4月1日現在の市町村の境界に組み替えて作成 
（資料）商業統計調査（経済産業省） 
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シ　観光施設等利用者数 

サ　四国４空港発着定期路線の１週間当たり便数（季節運航を除く。） 

（資料）高松市 

 

1,828,000

1,737,000

289,000

さぬきこどもの国 

栗林公園 

屋島 

玉藻公園 

高松シンボルタワー  

平成元年 

計 3,854,000

 

838,000

942,000

236,000

 

6年 

2,016,000

522,500

671,135

689,984

140,197

 

11年 

2,023,816

585,600

522,304

558,502

149,226

3,657,000

16年 

5,472,632

578,850

527,377

570,425

130,830

2,717,000

17年 

4,524,482

599,250

567,136

476,037

126,607

2,756,000

18年 

4,525,030

人 

6,000,000 

5,000,000 

4,000,000 

3,000,000 

2,000,000 

1,000,000 

0

（注）　上段：高速道路利用、下段：鉄道利用 
　　　　高速道路利用は、高松は高松中央IC、 
　　　　徳島は徳島IC、松山は松山IC、 
　　　　高知は高知ICとして計数 
　　　　鉄道利用は、各都市間のダイヤ中、 
　　　　最短時間で計数 
（資料）道路TIME TABLE（国土交通省）、 
　　　　鉄道時刻表 

（注）　1便は1往復 
（資料）航空便時刻表（平成19年11月） 

コ　四国４市間所要時間（高速道路・鉄道利用） 

都市名 

（単位：分） 

 

 

70 

55 

126 

140 

104 

126

70 

55 

 

 

154 

209 

128 

142

126 

140 

154 

209 

 

 

126 

228

104 

126 

128 

142 

126 

228

300 

321 

352 

406 

406 

577 

358 

496

高松 徳島 松山 高知 計 

高　松 

徳　島 

松　山 

高　知 

区　分 

（単位：便） 

70 

 

 

 

 

 

 

7 

 

3

42 

 

 

14 

 

14

70 

98 

14 

21 

14 

21 

7 

7 

4 

3 

2

56 

84 

14 

 

14 

21 

 

 

3

高松 徳島 松山 高知 空港名 

羽 田  

伊 丹  

関 西  

中 部  

名古屋小牧 

福 岡  

熊 本  

鹿 児 島  

那 覇  

仁川（ソウル） 

浦東（上海） 

国内線 

国際線 

TAKAMATSU
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（1） ソフトの重視 

（2） 拡大基調からの転換 

（3） 州都機能の確保と交流人口の拡大 

（4） 地域コミュニティを軸としたまちづくり 

（5） 地域の未来と活力を支える人づくり 

　本市を取り巻く社会環境の変化や多様化・高度化する市民ニーズを踏まえ、次の５つの

視点をまちづくりに当たっての基本的考え方とします。 

　戦後の高度経済成長時代から、安定成長時代、バブル経済の発生・崩壊を経て低成長時

代へと推移するとともに、人々の意識や価値観が多様化する中、人々の心は、経済的豊か

さの追求のみならず、文化の重視、人間性の尊重など、心の豊かさを重視する方向へ変化

してきており、これまでの機能性や利便性の追求とともに、ソフト戦略を重視する方向へ

と転換を図り、真の豊かさを実感できるまちづくりの展開を目指すものとします。 

 

 

　人口減少社会や地球環境問題、資源の有限性、厳しい財政状況などを踏まえ、これまで

の拡大基調から転換し、自然との共生を図りつつ、より成熟した都市機能を発揮しながら、

コンパクトで、持続可能な都市づくりを目指すものとします。 

 

 

　四国のリーディング・シティ※としての役割と責任を果たせるよう、州都機能の確保を

視野に入れた都市づくりを進めるとともに、人口減少社会および本市の都市圏域と人口吸引

力を踏まえ、定住人口の増加も念頭に置き、流入・交流人口の拡大を目指すものとします。 

 

 

　参加型社会としての地域自治を拡充する上で、その基礎単位となる地域コミュニティは

重要な鍵を握るものであり、地域コミュニティの位置付けを明確にしながら、地域コミュ

ニティを軸としたまちづくりの展開を目指すものとします。 

 

 

　まちづくりの基本は人づくりであり、まちの最高の資産は、そこに住み、限りない可能

性を秘めた人材であるとの認識から、若者の定着も含め、これからの時代を切り開き、地

域の未来と活力を支える人づくりに力点を置くものとします。 

まちづくりの基本的考え方 8 
 

序
　
論 




